
産業振
興

工場立
地法第
４条の
２の緑
地面積
率等に
係る地
域準則
の条例
制定権
限等の
町村へ
の移譲

工場立地法第４
条の２の緑地面
積率等に係る地
域準則の条例制
定権限等の都道
府県から町村へ
の移譲

全国
町村会

工場立地法に基づく特定工場の緑地面積
率等に係る地域準則の条例制定権限につ
いては、都道府県から市まで移譲されて
いるが、企業立地促進法の特例が適用さ
れる場合を除き、町村には権限がない。
このため、周囲の環境と調和のとれる範
囲で町村独自の企業支援施策を講じるこ
とができない状況にある。
工場の立地等産業の振興に取り組む町村
が、地域の実情に応じた企業支援施策を
展開するため、また、地方分権を推進す
る観点から、都道府県から町村への権限
の移譲を求める。
なお、昨年の提案募集で新潟県聖籠町か
らの提案に係るやり取りの際に経済産業
省から「条例制定権限を移譲する場合
は、併せて必要不可欠」とされた経緯も
踏まえ、工場立地法に係る事務（届出受
理、審査、必要な場合には勧告、変更命
令、罰則適用）についても、併せて移譲
を求める。

工場立地法第
４条の２、第
６条、第７
条、第８条、
第９条、第10
条等

経済
産業省

　工場立地法の条例制定権限の移譲について
は、平成22年に閣議決定された「地域主権戦略
大綱」に基づく「地域の自主性及び自立性を高
めるための改革の推進を図るための関係法律の
整備に関する法律」（第２次一括法）におい
て、市まで権限を移譲する改正を行ってきたと
ころである。
　また、平成26年の地方分権改革に関する提案
募集においては、新潟県聖籠町から条例制定権
限を町村まで移譲すべきとの提案があったが、
企業立地促進法に基づく基本計画において企業
立地重点促進区域として工業団地等が位置付け
られていれば、町村であっても条例を制定する
ことができることから、現行法令により対応可
能としたところである。
　今回は全国町村会からの要望であり、全ての
町村に条例制定権限を移譲すべきとの提案であ
り、町村における行政規模、行政コスト、行政
効率の観点も踏まえた上での提案であると考え
られることから、提案の実現に向けて必要な対
応を検討することとしたい。

提案の実現に向け
て、積極的な対応
を求める。
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平成２７年８月２８日（金）

全　  国　  町　  村　  会

提案
団体

全国町村会意見
具体的な支障事例、

地域の実情を踏まえた必要性
根拠法令等
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工場立地法第
４条の２、第
６条～第10条

経済
産業省

　工場立地法の条例制定権限の移譲について
は、平成22年に閣議決定された「地域主権戦略
大綱」に基づく「地域の自主性及び自立性を高
めるための改革の推進を図るための関係法律の
整備に関する法律」（第２次一括法）におい
て、市まで権限を移譲する改正を行ってきたと
ころである。
　また、平成26年の地方分権改革に関する提案
募集においては、新潟県聖籠町から条例制定権
限を町村まで移譲すべきとの提案があったが、
企業立地促進法に基づく基本計画において企業
立地重点促進区域として工業団地等が位置付け
られていれば、町村であっても条例を制定する
ことができることから、現行法令により対応可
能としたところである。
　今回は貴県とは別に全国町村会からも要望が
あり、全ての町村に条例制定権限を移譲すべき
との提案であり、町村における行政規模、行政
コスト、行政効率の観点も踏まえた上での提案
であると考えられることから、提案の実現に向
けて必要な対応を検討することとしたい。

提案の実現に向け
て、積極的な対応
を求める。

産業振
興

工場立
地法に
おける
緑地面
積率等
に係る
地域準
則の条
例制定
権及び
届出等
の事務
の町村
への移
譲

工場立地法の緑
地面積等に係る
地域準則の条例
制定権限及び届
出等の権限を都
道府県から町村
へ移譲する。

栃木県 【制度改正の必要性】
企業立地促進法の基本計画へ位置付けが
ない区域において緑地率面積等の緩和を
行う場合には、基本計画への区域の位置
付けを県に提案し、さらに、県において
変更作業を行い、かつ経済産業大臣の協
議・同意を得た上でなければ、緑地面積
率等緩和のための条例が制定できない。
こうしたことから、企業ニーズに対応し
た迅速な措置を講ずることが町村では困
難となっている。
市と比較すると、スピード感に欠けるこ
とから、町村の条例制定権の拡大を求め
るものである。
市の場合、周辺環境との調和をより向上
させる必要がある区域については、工場
立地法により緑地面積率等を独自に設定
することが可能であるが、町村の場合、
現行制度では 緑地面積率等の独自設定は
不可能となっている。
現行制度では、工場立地法により、県が
町村をカバーした条例を制定することも
技術的に可能であるが、地域の実情に応
じたきめ細かな対応を行うためには、基
礎自治体である町村の条例制定権の拡大
が必要である。
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国土
交通省

都市計画法施行令第28条の３は、騒音、振動等
による環境の悪化をもたらすおそれのある予定
建築物等について、周囲の環境に与える悪影響
を防止するため、開発区域の境界に沿って内側
に一定の幅員以上の緩衝帯を設置することとす
る基準である。
このため、工場立地法に基づく規制により敷地
内における緑地等の面積が一定規模以上確保さ
れる場合であっても、予定建築物の用途、周辺
の状況等を勘案して、騒音、振動等から周辺の
環境を保全するという観点から、開発区域の境
界に沿って内側に一定の幅員以上の緩衝帯を設
置することが必要な場合があるため、一律に適
用除外とすることは不適当である。
一方、開発許可権者が、予定建築物の用途、周
辺の状況等を勘案して、工場立地法に基づく緑
地、環境施設の設置等により、本基準と同等の
水準の緩衝機能が確保され、騒音、振動等によ
る環境の悪化をもたらすおそれがないと認める
場合には、本基準を適用しないことも可能であ
る。

経済
産業省

　都市計画法施行令第28条の３は、騒音、振動
等による環境の悪化をもたらすおそれのある予
定建築物等について、周囲の環境に与える悪影
響を防止するため、開発区域の境界に沿って内
側に一定の幅員以上の緩衝帯を設置することと
する基準である。
　このため、工場立地法に基づく規制により敷
地内における緑地等の面積が一定規模以上確保
される場合であっても、予定建築物の用途、周
辺の状況等を勘案して、騒音、振動等から周辺
の環境を保全するという観点から、開発区域の
境界に沿って内側に一定の幅員以上の緩衝帯を
設置することが必要な場合があるため、一律に
適用除外とすることは不適当である。
　一方、開発許可権者が、予定建築物の用途、
周辺の状況等を勘案して、工場立地法に基づく
緑地、環境施設の設置等により、本基準と同等
の水準の緩衝機能が確保され、騒音、振動等に
よる環境の悪化をもたらすおそれがないと認め
る場合には、本基準を適用しないことも可能で
ある。

都市計画法第
33条第１項第
10号、都市計
画法施行令第
28条の３、都
市計画法施行
規則第23条の
３、工場立地
法第４条第１
項第１号、工
場立地に関す
る準則第２～
４条

提案団体の意見を
尊重されたい。
（第１次回答にお
いて、本基準を適
用しないことも可
能である旨の記載
があるが、どのよ
うな場合に適用除
外になるのか基準
を明確化していた
だきたい。）

土地利
用（農
地除
く）

開発許
可に係
る技術
基準の
緩和
（緑地
帯その
他の緩
衝帯の
配置）

都市計画法第33
条第１項第10号
に規定する緑地
帯その他の緩衝
帯の設計基準に
ついて、工場用
地を目的とする
開発行為であっ
て、工場立地法
第４条第１項の
規定に基づき公
表する工場立地
に関する準則第
４条に規定する
環境施設の配置
基準を満たす設
計がなされてい
る場合は適用を
除外する。

栄町 【制度改正の経緯・必要性】
開発許可制度においては、良好な宅地水
準を確保するため都市計画法第33条で技
術基準が規定されている。この内、一定
規模以上の工場用地の造成にあたって
は、同条第１項第10号の規定により、開
発区域の境界にそってその内側に造成規
模に応じた緑地帯等の設置が求められて
いる。
一方、工場立地法における緑地及び環境
施設の設置については、敷地面積に対す
る緑地等の割合による総量基準が基本で
ある。また、その割合は、全国的な基準
として国準則が定められているものの、
基準の緩和について都道府県及び市に条
例制定権が付与されている。
工場敷地内の緑化に関してこの２つの設
置規定が存在する状況において、都市計
画法施行令第28条の３ただし書きや工場
立地法との整合性を考慮する旨を記載し
た開発許可制度運用指針はあるが、基本
的には、工場立地法の基準を満たして
も、都市計画法上、緑地帯等の設置が、
位置・幅員を特定された上で求められ
る。
しかし、工場立地法の基準を満たすこと
で、周辺環境の悪化防止という都市計画
法の趣旨は達成されると考えられること
から、都市計画法に規定する緑地帯等の
設計基準において、工場立地法に係る適
用除外規定を設けることを提案する。
 
【制度改正の効果】
現在、開発許可による造成を念頭に既設
工場の敷地拡張が計画されている。拡張
予定区域の周辺に家屋がないことなどか
ら、工場立地法に基づく限りでは多様な
緑地確保の手法が想定されるが、都市計
画法の規定に即した位置・幅員に基づく
緑地帯等を配置する必要が生じる。制度
改正が実現すれば、開発区域の実態に即
した弾力的な開発行為の誘導が可能とな
ると考える。
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内閣府 　マイナンバー法においては、より公平・公正
な社会を実現するため必要な範囲内で限定的に
特定個人情報の提供が認められています。その
一つとして、同条第７号において情報提供ネッ
トワークシステムを使用して情報提供を行う場
合が規定されており、これにより提供を行うこ
とができる具体的な特定個人情報は、別表第２
において規定されています。
　同表に規定される特定個人情報については、
上記の観点を踏まえ、それぞれの個人番号利用
事務の制度所管の府省庁において、その事務の
根拠法令に基づき、特定個人情報の必要性や事
務の効率性等が検討されたうえで、当該特定個
人情報の提供者側で提供ができると考えられる
ものについて規定されているものです。
　したがって、ご提案の学校保健安全法による
医療に要する費用についての援助に関する事務
において連携する特定個人情報として、生活保
護関係情報及び地方税関係情報を同表に規定す
るに当たっては、まずは、当該事務に係る制度
を所管する文部科学省において、当該事務にお
けるそれぞれの特定個人情報の必要性等の検討
がされたうえで、提供する特定個人情報を所管
する厚生労働省及び総務省においてその提供が
可能であると判断されれば、同表に規定される
ことも考えられます。

総務省 初めに、制度を所管する文部科学省において、
学校保健安全法第24条の援助の対象となる者の
認定に関する事務での地方税関係情報の必要性
について検討するものである。

文部
科学省

　ご承知のとおり、学校保健安全法第24条に基
づく援助の対象となる者の認定に関する事務に
おいて情報連携により提供できる特定個人情報
は、番号法第19条第７号（別表第２第38）によ
り住民票関係情報とされています。
　なお、地方公共団体において「学校保健安全
法による医療に要する費用についての援助に関
する事務」を番号法第９条２項（場合によって
は第19条９号も含む）に基づき条例で規定し、
地方公共団体の責任において当該事務に生活保
護受給情報等を利用することは可能であると考
えます。

厚生
労働省

　まずは、当該事務に係る制度を所管する文部
科学省において、当該事務を行う上で生活保護
関係情報の特定個人情報の必要性等を検討して
いただくことになると考えます。

・行政手続に
おける特定の
個人を識別す
るための番号
の利用等に関
する法律第19
条
・行政手続に
おける特定の
個人を識別す
るための番号
の利用等に関
する法律別表
第二の主務省
令で定める事
務及び情報を
定める命令第
24条
・学校保健安
全法第24条
・学校保健安
全法施行令第
９条

提案団体の意見を
尊重されたい。
（第１次回答にお
いて、条例で規定
することで、生活
保護関係情報等を
利用可能である旨
の記載があるが、
各地方公共団体が
個別に条例で規定
するのではなく、
番号法に規定する
こと。）

その他 マイナ
ンバー
制度に
おける
照会項
目の拡
大

　行政手続にお
ける特定の個人
を識別するため
の番号の利用等
に関する法律に
おいて、情報連
携が必要な事務
について別表第
２で整理がされ
ている。
　別表第２の項
番38に記載され
ている事務を処
理するために情
報連携できる特
定個人情報は、
住民票関係情報
に限られてい
る。
　しかし、当該
事務を処理する
に当たっては、
生活保護関係情
報や地方税関係
情報の連携が必
要となるため、
これらの特定個
人情報も利用で
きるよう緩和を
お願いする。

豊田市

山都町

【番号法での規定】
・番号法第19条第７号において情報提供
できる範囲を規定している。特に別表第
２項番38で定める学校保健安全法による
医療に要する費用についての援助に関す
る事務を処理する場合の特定個人情報に
ついては、住民票関係情報としている。
 
【支障がある点】
・番号法別表第２項番38で主務省令で定
める事務は、学校保健安全法第24条の援
助の対象となる者の認定に関する事務で
あって、学校保健安全法第24条に記載す
る援助の対象者は、生活保護法第６条第
２項に規定する要保護者及び生活保護法
第６条第２項に規定する要保護者に準ず
る程度に困窮している者で政令で定める
ものと規定されている。このことから、
援助の対象となる者の認定には、生活保
護関係情報が必要となる。また、要保護
者に準ずる程度に困窮しているかの判断
は、施行令第９条で地方公共団体の教育
委員会の判断によるものとされており、
その判断の主たる情報として所得情報を
活用している。よって、所得情報を把握
するために地方税関係情報も必要とな
る。




